
　

　

（公的年金等に係る雑所得以外の所得は０円）

　　

　

(100円未満切捨て)

(100円未満切捨て）

　

(100円未満切捨て)

　　　　　（100円未満切捨て）

(100円未満切捨て)

　　　　　（100円未満切捨て）

【５．全体分の計算】 ③　＋　⑥　＋　⑨ ＝ 年間税額
【5．全体分の計算】 　年間税額 　③　＋　⑥　＋　⑨　＝   621,700円

＜均等割額＞ （父分） Ｅ 17,000円 ×　1人 ＝ 17,000円　⑧

介護納付金計 ⑦　＋　⑧ ＝ ⑨

  54,000円  ⑨
均等割額 17,000 × E ＝ ⑧

【介護納付金】
＜所得割額＞ （父分） Ｃ        1,545,000円×0.024＝     37,080円  ⑦

計

【４．介護納付金の計算】　(40歳～64歳の方)

【４．介護納付金の計算】　　(40歳～64歳の方)
所得割額 C × 0.024 ＝ ⑦

   41,715円   ④

後期高齢者支援金計 ④　＋　⑤ ＝ ⑥ ＜均等割額＞ D 15,000円　×　4人　 ＝    60,000円　⑤

  157,000円　⑥

均等割額 15,000 × D ＝ ⑤ （父分） Ｃ 　　 1,545,000円×0.027＝   

＜所得割額＞ （夫分） Ｃ 　　 2,048,400円×0.027＝   55,306円   ④
計

【３.後期高齢者支援金の計算】
【３．後期高齢者支援金の計算】　　

【後期高齢者支援金】
所得割額 Ｃ × 0.027 ＝ ④

②

＜均等割額＞ Ｄ 38,000円　×　4人　 ＝      152,000円　②
基礎課税額計 ①　＋　② ＝ ③

 410,700円  ③

（父分） Ｃ　　 1,545,000円×0.072＝   111,240円   ①
均等割額 38,000 × D ＝

C × 0.072 ＝ ① 計

※未就学児に係る均等割額は、５割相当減額になります。なお、法定軽
減が適用されている場合、軽減後の５割相当額になります。

【２．基礎課税額の計算】 【２．基礎課税額の計算】
【基礎課税額】

＜所得割額＞ （夫分） Ｃ　　 2,048,400円×0.072＝   147,484円   ①
所得割額

Ａ Ｂ
【１．所得割のもととなる額の計算】

（２）（１）で算出した所得から、基礎控除４３０,０００を引いて下さい。
左の（１）（２）を、裏面を参考に  Ｃ　所得割のもととなる額 　を計算します。

Ｂ － 430,000 ＝ C

【１．所得割のもととなる額の計算】 [父63歳] 年金 　3,000,000円 　該当あり

（１）裏面＜表＞を参照し、収入から所得を算出して下さい。

Ｅ 介護保険該当者数(40歳～64歳の方) [子  7歳] なし 　該当なし
（就学児）

給与 　3,650,000円 　該当なし

Ｃ 所得割のもととなる額 Ｄ 国保加入者数 [妻31歳] なし 　該当なし

国民健康保険税の計算方法 （令和7年度用） <計算例> 　Ａ　収入

Ａ 収入 Ｂ 所得(所得控除後の金額） [夫33歳]

＜計算例＞ Ａ 収入 E  介護保険

賦課限度額

【基礎課税額】

６５０，０００円

【後期高齢者支援金】
２４０，０００円

【介護納付金】
１７０，０００円

D

加
入
者
数



令和7年度

給与所得

（給与所得控除後の金額） 1,000万円以下
（イ）

1,000万円超2,000万円以下

（ロ）
２，０００万円超

（ハ）

⑴ （A）-600,000円
600,000円までの場合は、0となります。

（A）-500,000円
500,000円までの場合は、0となります。

（A）-400,000円
400,000円までの場合は、0となります。

⑴ 0円

（

⑶ 1,619,000 1,619,999 1,069,000円

⑷ 1,620,000 1,621,999 1,070,000円　

⑸ 1,622,000 1,623,999 1,072,000円 ）

⑹ 1,624,000 1,627,999 1,074,000円

⑹
（A）-1,100,000円
1,100,000円までの場合は、0となりま
す。

（A）-1,000,000円
1,000,000円までの場合は、0となりま
す。

（A）-900,000円
900,000円までの場合は、0となります。

（

）

　　
            

　　　

 

     

                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　               

 　　　　                          

<給与所得と年金所得の両方を有する者に対する所得金額調整控除が適用となる場合は、下記の控除額が給与所得から控除されて総所得金額が計算されます。>

【条件】給与所得と公的年金等に係る雑所得の両方があり、その両方の所得の合計額が10万円を超える

【控除額】給与所得（10万円超の場合は10万円）＋公的年金等に係る雑所得（10万円超の場合は10万円）－10万円＝控除額

※　＠は給与収入（A）÷４（千円未満切り捨て）

⑺

⑻

※　＠×2.4＋100,000円

⑼

1,628,000

⑽

10,000,000円以上

（A）×95％-1,255,000円

1,300,000

1,799,999

3,600,000 6,599,999

8,499,999

（A）-1,955,000円

（A）×75％-75,000円

⑽ （A）-1,755,000円

（A）×75％-75,000円

3,299,999円まで

3,300,0003,599,999

⑾

（A）×90％-1,100,000円

8,500,000円以上 （A）-1,950,000円

6,600,000

給与収入（A）

（支払金額）

550,999円まで

※　＠×3.2-440,000円

から

551,000 1,618,999

1,800,000

（A）-550,000円

65
歳
以
上

⑺※　＠×2.8-80,000円

昭
和
三
十
五
年
一
月
二
日

　
　
以
後
に
生
ま
れ
た
人

65
歳
未
満

9,999,999

7,700,000

⑻

⑸ 10,000,000円以上

4,099,999

4,100,000

⑷

7,699,999

7,700,000

（A）×85％-485,000円

（A）×85％-685,000円

9,999,999

7,699,999

（A）×75％-275,000円4,099,999

（A）-1,855,000円

（A）×85％-485,000円

（A）×95％-1,255,000円

（A）-1,755,000円

＜表１＞給与所得の速算表 ＜表２＞年金所得の速算表

4,100,000

⑵

年金収入（A）

1,299,999円まで

年金所得

公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額

まで

⑶

（A）×95％-1,455,000円

（A）×75％-175,000円

（A）×85％-585,000円

（A）×95％-1,355,000円

まで

（A）×75％-275,000円

から

⑵

昭
和
三
十
五
年
一
月
一
日

　
以
前
に
生
ま
れ
た
人

⑼

（A）×85％-685,000円

（A）×95％-1,455,000円

（A）-1,955,000円

（A）×75％-175,000円

（A）×85％-585,000円

（A）×95％-1,355,000円

（A）-1,855,000円

＜計算例＞

（父分）

・ 年金収入から年金所得になおします

[ ｵﾓﾃ面の【１.所得割のもととなる額の計算】(2)]へ

年金収入 3,000,000円 [上の表2(ｲ)列(2)に該当］

3,000,000円×0.75－275,000円＝1,975,000円

Ａ

Ｂ 年金所得 1,975,000円

[ ｵﾓﾃ面の【１.所得割のもととなる額の計算】(2)]へ

給与収入 3,650,000円 [上の表1(9)に該当］

3,650,000円÷ 4＝912,500円 ⇒ 912,000円

912,000円×3.2－440,000円 ＝2,478,400円

Ａ

Ｂ 給与所得 2,478,400円

（夫分）

＜計算例＞

・ 給与収入から給与所得になおします


